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株式会社クアランタの株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

  

株式会社 NEXT STAGE（以下「当社」）は、2026 年 7 月 29 日開催の取締役会において、株

式会社クアランタの発行済全株式を取得し 100％子会社化することを決議しましたので、下記の

通りお知らせいたします。 

 

記 

1． 株式の取得の理由 

当社は、つくり手とすまい手との間で引き起こる住宅品質のギャップを解消するため、これ

まで to B 向けの住宅製造ソリューション事業を強化し展開してまいりました。 

今後は、当社の強みである第三者的視点や住宅会社の定量的な製造力評価など、これまでに

なかったテクニカルデータを活用し、新築およびリフォームを検討する to C に向けた中立的な

コンサルティングや地域に根差す良質な住宅会社を積極的に紹介していくサービスを展開して

まいります。 

本事業の拡大に向け、すでに中部地域で住宅会社の紹介、斡旋サービスを展開している株式

会社クアランタ（家づくり相談室 岐阜）の全株式を取得し、完全子会社化することを決定しま

した。この取得の理由は以下の通りです。 

 

(1) 高収益性と安定性  

株式会社クアランタは設立から短期間で高い営業利益率を実現するとともに、地域に根差

した事業展開を着実に進めた結果、安定的な事業基盤を構築しております。 

(2) 事業シナジーの創出  

当社の住宅製造ソリューション事業と株式会社クアランタの住宅購入支援事業は親和性が

高く、新たな事業フレームワークが期待でき、子会社化による相乗効果を創出します。 

(3) 地域型モデルの全国展開による新ブランディングの拡大  

株式会社クアランタが岐阜県で成功させた地域密着型の事業モデルを型化し、他地域へ展

開することで、ユーザーの住宅購入における安心、安全につながる新しいブランディング

を全国へ拡大してまいります。 
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株式会社クアランタの完全子会社化により、経営方針の統一や迅速な意思決定を可能とし、

グループ全体としての機動的かつ戦略的な事業展開が実現できるものと判断しております。今後

も事業規模の拡大、収益源の多様化による企業価値の向上および株主利益の最大化を目指してま

いります。 

 

2． 移動する子会社の概要 

（1）名称 株式会社クアランタ 

（2）所在地 岐阜市薮田南三丁目１番３号 

（3）代表者 児島 久美子 

（4）事業内容 注文住宅の購入希望者に対する、中立的なコンサルティングお

よび最適な住宅会社の紹介・斡旋事業 

（5）資本金の額 1,000 千円 

（6）設立年月日 2023 年 7 月 26 日 

（7）大株主及び持株比率 児島 祐哉（100％） 

（8）上場会社と当該会社との

間の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

(9) 当該会社の最近 2 年間の経営成績および財政状況  

決算期 2024 年 6 月期 2025 年 6 月期 

純資産（千円） 4,266 32,529 

総資産（千円） 10,364 51,907 

売上高（千円） 14,381 59,355 

経常利益（千円） 4,303 40,019 

当期純利益（千円） 3,266 28,263 

 

3． 株式取得の相手先の概要 

（1）氏名 児島 祐哉 

（2）住所 岐阜県岐阜市 

（3）上場会社と当該個人の関係 該当事項はありません。 

 

4． 取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（1）異動前の所有株式数  0 株 

（2）取得株式数  1,000 株（100％） 

（3）取得価額  取得価額については相手先の希望により非開示と

しておりますが、当該価額は、第三者機関によ

る株式価値算定結果等を参考に、売主との協議

の上で決定しております。  

（4）異動後の所有株式数  1,000 株（100％） 

 

 



5． 日程 

（1）取締役会決議日  2026 年 7 月 29 日 

（2）契約締結日  2026 年 7 月 29 日 

（3）株式譲渡実行日  2026 年 8 月   3 日（予定） 

 

6． 今後の見通し 

本件子会社化による 2026 年 7 月期の業績に与える影響はありません。本件子会社化にあた

り、2027 年 7 月期より連結決算に移行する予定です。2027 年 7 月期連結業績予想につきまして

は、算定次第、速やかにお知らせいたします。 

 

以上 


